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第4章 デ ー タ 通 信

第1節 概 況

電子計算機等を電気通信回線に接続 して行 うデータ通信は,我 が国では昭

和39年 ごろから始まった。

その後,大 型電子計算機の開発 と企業間の提携強化の必要に促され,企 業

グループ等がオンラインで電子計算機を共同で設置 した り,ま た,計 算セン

ター,情 報センター等がオンラインで計算業務や検索業務を行 う傾向が強く

なってきた。 しか し,公 衆電気通信法は,専 用線の共同使用 ・他人使用を厳

しく制限 しており,ま た,加 入電話又は加入電信の回線に電子計算機を接続

すること一 いわゆる公衆通信回線の開放一 も認めず,経 済界 ・産業界等

のこうした傾向に即応 し得ない状態にあった。

そこで,通 信回線の利用制限を緩和 して欲 しいとい う各界の要望が漸次強

まってきた。

郵政省は,諸 般の情勢にかんがみ慎重に検討 した結果,電 子計算機に接続

するデータ通信回線の利用制度を現実的,段 階的に整備 して い く方針を固

め,44年 秋,郵 政審議会の答申を得て,

① 企業 グループ等がデータ通信回線を共同利用でぎる制度

② 計算業務や検索業務のために不特定多数者がデータ通信回線を利用す

ることができる制度

を新設する方針をたてた。

そこで,第63回 特別国会に公衆電気通信法の一部改正案を提出す ることと

し,改 正法案を策定 したが,関 係方面との調整が進まず,特 別国会への提出

は見合わせた。

その後,公 衆電気通信回線への電子計算機の接続については,市 内通話料

に時分制を採用し,併 せて公衆通信回線の増設 ・改造を行えば,公 衆通信回
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線に電子計算機の接続を認めても,一 般公衆電気通信業務には支障がないと

の結論に達した。

45年9月,郵 政省は,電 電公社が加入電話網を利用 した新たなデータ通信

サービスを試行的に実施することを認可したが,そ の際,民 間企業が公衆通

信回線を利用 してデータ通信を行 うことも認める方向で法律改正の準備を進

めることとした旨表明した。

46年2月,新 たな構想のもとに,電 信 ・電話の料金及び制度の改正並びに

データ通信に関する制度の法定を内容 とする公衆電気通信法の一部改正法案

を策定し,第65回 通常国会に提出した。同法案は同年5月 成立,公布された。

主な改正事項は次のとお りである。

・広域時分制の実施

・データ通信のための電気通信回線の利用制度の法定

・電電公社又は国際電電が設置するデータ通信設備利用制度の法定

広域時分制は,47年11月12日 か ら地域別に順次実施され,48年8月 末まで

には全国で実施されることとなった。

データ通信のための電気通信回線の利用制度は,特 定通信回線の利用につ

いては46年9月1日 から,公 衆通信回線の利用については47年11月12日 か ら

電話料金の広域時分制の実施 とともに逐次実施されている。

電電公社の提供するデータ通信は,従 来,試 行役務 として実施されてきた

が,こ の法改正によりその利用制度が法定され,46年9月1日 から実施され

ている。

国際電電 も48年3月 からデータ通信サービスの提供を開始 した。また,デ

ータ通信のための電気通信回線の利用制度の法定により,電 電公社,国 際電

電以外の者が情報通信事業(オ ンラインにより情報処理サービス,情 報提供

サービスを行う事業)を 営むことができることとなった。その結果,民 間情

報通信事業者の新規参入が46年9月 以降相次ぎ,新 しい情報通信事業の誕生

をみるに至った。

情報通信事業は,ま すます複雑,多 様化する企業の情報処理の高度化 ・迅
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速化に対処し,並 びに顧客の求めに応 じてする情報提供等のために不可欠な

事業であ り,情 報化社会における中核産業の一つである。 しか しなが ら,我

が国の情報通信事業は,そ れ自身の成立がいまだ新 しいこともあり,そ の発

展のまえには幾多の問題を抱えている。その第一は公正競争の確保である。

現在の我が国のデータ通信事業は,電 電公社,国 際電電とい うコモンキャリ

ア側か らの進出とノン ・コモソキャリアからの進出,外 資系企業からの進出

と国内資本系企業からの進出,メ ーカー系企業か らの進出と非 メーカー系企

業からの進出,と い うように種々異なる背景を もつ企業が併存 している。

こうしたなかで,各 企業が技術とサービスによってのみ競いうる市場環境

の整備が必要である。その第二は外国特に米国との格差是正である。50年12

月には電子計算機の製造 ・販売 ・賃貸業の,51年4月 には情報処理産業のそ

れぞれ100%資 本 自由化(48年4月27日,閣 議決定)を 控えているにもかか

わらず,我 が国と米国との格差は依然 として大きい。データ通信の普及状況

を示す指標の一つであるオンライン化率は,英 国の12%(1970年9月),米 国

の16%(1970年 末)に 比べ,我 が国は46年度末で3.6%,47年 度末で も3.9%0

にとどまっている。 しか も,デ ータ通信システム全体に使われている国産機

対外国機比は,47年 度末現在53.2%対46.8%と 国産機がわずかに優位にある

が,自 営システムについてみると,国 産機49.4%対 外国機50.6%と 両者の割

合は逆転 し,更 に政府,地 方公共団体及び国立大学を除いた民間企業等のシ

ステムにおいては39,5%対60,5%と 外国機が優位にある(第3-4-5表 及

び第3-4-6表 参照)。

このほかに,デ ータ通信専門技術者の養成,端 末機器の改善,普 及,低 廉

化,情 報に対する価値の意識の定着 と保護,国 によるビッグプロジェク トの

発注,情 報通信事業に対する補助と融資,デ ータ通信制度の研究 ・改善等解

決を要する問題は多 く,新 たな行政需要を生みだすに至っている。
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第2節 デ ータ通信 システ ムの現況

1デ ータ通信 システムの設置状況

(1)デ ータ通信システムの区別

データ通信システムは,電 子計算機及び端末機器又は電気通信回線の設置

形態の区別により次の三つの形態に分け られる。

ア.電 電公社が提供する電気通信回線に,民 間企業等が自己の電子計算機

及び端末機器を接続 して構成しているデータ通信 システム(以 下 「自営シス

テム」 という。)

(注)電電公社が自営システムのために提供する電気通信回線には,① 特定

通信回線 ②公衆通信回線の2種 類がある。

イ.電 電公社が電気通信回線,電 子計算機及び端末機器を設置し,デ ータ

通信サービスを提供 しているデータ通信 システム(以 下 「直営システム」 と

い う。)

ウ.民 間企業等が自ら設置する電気通信回線に,自 己の電子計算機及び端

末機器を接続 して構成 しているデータ通信システム(以 下 「私設システム」

とい う。)

なお,国 際電電は,電 電公社 と同様に自営システムのために国際特定通信

回線を提供 してお り,ま た,直 営システムとして 「国際オー トメックスサー

ビス」の提供を開始 している。国際特定通信回線の利用状況は,本 節で述べ

るとおりであ り,以 下の年度別設置状況等においては,国 際特定通信回線シ

ステムは含まれていない。

(2)年 度別設置状況

データ通信システムの39年度以降における年度別設置状況は,第3-4-

1表 のとお りであ り,毎 年度約50%以 上の伸びを示 し,47年 度末で自営 シス

テム441,直 営システム27,私 設システム17の計485の システムが設置されて

いる。
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第3-4-1表 データ通信システムの年度別設置状況(累 計)

談
シ
ス
テ

ム
数

自営システム

直営システム

私設システム

計

年間伸び率(%)
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2
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203

49

46

293

13

io

316

56

47

441

27

17

485

53

.(注)私 設システムについては,政 府,地 方公共団体及び国立大学のものは計上せ

ず,ま た,そ の他の私設 システムについては,入 手し得た資料により判明した

もののみを掲げた(以 下この章において同じ。)。

自営システムは,公 衆電気通信法の改正に基づき,そ れまで専用回線に電

子計算機を接続 して構成 していたシステムが,46年9月1日 か ら特定通信回

線システムに移行 した ものであ り,移 行時の236の システムか ら1年 後には

441シ ステムと急速な増加を示 している。

自営システムは,第3-4-2表 のようにあらゆる業種にわたって利用さ

れてお り,シ ステム数からみても我が国のデータ通信システムの大宗をなし

ている。

直営システムは,改 正法の施行前は 「試行サービス」 として提供 されてい

たシステムが,46年9月1日 から,デ ータ通信設備使用契約に係るサービス

に移行 したものであ り,現 在27シ ステムが提供されている。

私設 システムは,有線電気通信法に基づき設置されるもので,民間企業等が

電子計算機はもとより電気通信回線 も自ら設置 して構成するものである。し

たがって,電気通信回線の設置区間が遠距離にわたる場合は,そ の設置,維 持

Y'一膨大な経費,要員を必要 とするため,私設 システムの設置主体は電力会社や

国鉄,私鉄など自社の回線を設置 しているような特殊な企業に限 られてい る。

自営 システムにおける特定通信回線の回線規格別 ・年度別の利用状況は第

3-4-3図 に示す とお り,200b/s規 格及び1,200b/s規 格の利用が毎年
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第3-4-2表 データ通信システムの業種別設置状況

区 別
45年 度末 46年 度末 47年 度 末

システ・姻 合 システ噸 割 合 システ醐 割 合

製

商

金

証

生

運

電

造

命 保

力 ・ガ

業

業

融

券

険

輸

ス

新聞 ・出版 ・テ レビ

サ ー ビ ス・不動産

政 府

地 方 公 共 団 体

国 立 大 学

法 人 団 体 等

そ の 他

81

6

48

8

2

14(3)

10(7)

1

6

5

13

4

2

3

0

39.9°

3.0

23.6

3.9

1.0

6.8

4.9

0.5

3.0

2.5

6.4

2.O

i.0

1.5

113

13

77

10

5

17(3)

10(7)

3

11

8

35

6

3

5

0

35.8°

4.1

24.4

3.2

1.6

5.4

3.2

0.9

3.5

2.5

ii.i

1.8

0.9

1.6

154

23

124

14

8

z2(s)

17α1)

6

17

8

61

7

14

10

0

131.8°

4.8

25.6

2.9

L6

4.5

3.5

i.a

3.5

1.6

12.6

i.a

2.9

2.1

合 計 203(10)100.0316(10)100.0485(17)100.0

(注)1.()内 は,私 設システム数の再掲である。

2.直 営システムのうち,銀 行等の為替預金システムは 「金融」へ分類 し,

販売在庫管理システム及び科学技術計算 システムは 「その他」へ 分 類 し

た。

逐次増加 してきてお り,47年 度 末現在 では1,200b/s回 線(D-1規 格 を含

む 。)の 利用が最 も多 く46.3%を 占φ てい る。1

(3)業 種 別 システム設置状 況

データ通 信 システムの業種別設置状況は,政 府,地 方公共団体及び国立大

学 によるシステ ムが15.6%(76シ ス テム),民 間 企業等(政 府,地 方公共団体

及 び国立大学以外)に よるシステムが84.4%(409シ ス テム)と なってい る。

45年 度 末では政府,地 方公共団体及び国立大学の システムが10.9%(22シ ス

テム)に す ぎなかったこ とか らす ると,そ の増加が著 しい ことが うかがわれ

る。
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第3-4-3図 特 定通信回線の回線規格別 ・年度別利用状況(自 営システム)

回線

5,000

c-2!/

(200b/sン/
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(注)特 定通信回線は46年8月 末以前については,デ ータ通信用専用線(専 用線の

うち,電 子計算機を接続 して利用 していたもの)で ある。

民間企業等 のシステムでは,製 造業 のシステ ムが毎年度着実に増加 してき

てお り,全 システムの31.8%を 占め てい るが,そ の割合は,他 の業種 の伸長

のため,年 々わずかずつでは あるが低下 してい る。金融機関は,47年 度Y'相

互 銀行,信 用金庫等において データ通信 システ ムが相次いで導入 されたた め

大幅 な伸 びを示 し,全 システ ムの25.6%を 占めてい る。

(4)オ ン ライ ン化の状況

我が 国に おけ る電子計 算機 の設置状 況を年度別 にみる と,39年 度 末 の1,455
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台 か ら47年 度 末では約12倍 の1万7,255台 に 達 している。

第3-4-4表 年度別電子計算機設置状況(累 計)

年 度 39404142434445 46 47

設置 台 数 1,455 1,937 2,606 3,516 4,870 6,718 9,482 12,809 17,255

JECC調 査季報による。

データ通信 の普及状況を示す一つの指標であ るオ ンライ ン化率(電 子計算

機の総設置 台数 に占め るオンライ ンシステムに使 用 され ている電子計算機 の

割合)を み る と,第4-4-5表 の とお りであ り,43年 度 の2.8%か ら各年

度 ともわずかなが ら上昇 を示 してお り,47年 度 末 では3.9%と な ってい る。

欧米各国 のオ ンライ ン化率 と比較 してみる と,フ ランスの2.5%,西 独 の

2.3%(い ず れ も1970年 末)よ りは上回 ってい るが,米 国の16%(1970年 末),

英 国の12%(1970年9月)よ りも大幅に下回 ってい る状況 にある((財)電 気

通信総合研究所調査に よる。)。

第3-4-5表 年度別オンライン化率 (各年度末)ぱ
電子計算機i総台数㈹

用
さ
れ
て

い
る
電
子
計
算
機

オ

ン
ラ
イ

ン
シ
ス
テ
ム
に
使

自営 システムの電子計算機台数⑧

私設システムの
電子計算機台数◎

直営システムの
電子計算機台数⑪

計(E)ニ ⑧+(c)+⑪

オ ソライン化率=(E)/(的(%)

43

4,870

126

9

3

138

2.8

44

6,718

191

14

9

214

3.2

45

9,482

287

14

16

317

3.3

46

12,809

421

14

29

464

3.6

47

17,255

596

24

61

681

3.9

(注)自 営システム及び私設 システムにおける電子計算機台数は一部推計による。
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(5)国 産 機 ・外国機別設置状況

電子計算機 の国産機,外 国機別 の設置状況は,国 産機61%(1万531台),

外 国機39%(6,724台)と 国産機 の設置台数が大幅 に上 回ってい る(47年 度 末

現在)が,デ ータ通信 システムにおけ る国産機 ・外 国機別 のシステ ム設置状

況をみ ると,第3-4-6表 の とお り国産機 に よるシステ ムは53.2%(258シ

ステ ム)に 対 し,外 国機 に よる システムは46.8%(227シ ス テ ム)と 国産機 を

利用 した システ ムが若 干上 回ってい る。 しか しなが ら,こ れを 自営 システ ム

につ いてみ る と国産機49.4%(218シ ス テム)対 外国機50.6%(223シ ス テム)

と両者 の割合は逆転 してお り,更 に政府,地 方公共団体及び国立大学 の利用

を除 いた民間企業等 のシス テムにおいては,39。5%(144シ ス テ ム)対60,5%

(221シ ス テム)と 外国機が優位を 占め てい る。

第3-4-6表 国産機 ・外国機別のデータ通信システム設置状況

(47年度末現在)

区 別 国産機システ・i外 国機システ刈 合 計
～

製 造 業 61 (39.6) 93 (60.4) 154 (ioo.o)

商 業 11 (a7.s) 12 (52.2) 23 (ioo.o)

自 金 融 36 (33.0) 73 (67.o) 109 (ioo.o)

掌 証 券 ・生 保 5 (22.7) 17 (77.3) 22 (ioo.o)

ス 運 輸 7 (46.7) 8 (53.3) 15 (ioo.o)
T

A
政府 ・地方公共
団体 ・国立大学

74 (97.4) z z.b) 76 (ioo.o)

そ の 他 24 (57.1) 18 (42.9) 42 (ioo.o)

小 十
二
;
ロ 218(49.4)223(50.6)1441(100.0)

直 営 シ ス テ ム z7(ioo.o) ・(・)127(1・ …)

私
設

シ

ス
テ

ム

等

輸

力電

運

9(si.s)

4(66.7)

z(is.z)

2(33.3)

11(100。O)

b(ioo.o)

小 十
昌
一曽
ロ

13(76.5) 4(23.5)17(100.0)

合 計 258(53.2)227(46.8)485(100.0)

45年 度 以降は,わ ずかずつ国産機 に よる システ ムが シェアを拡大 しつつ あ

るが,オ ンライ ンシステムY'関 し高度 のハ ー ドウェア,ソ フ トウ ェア技術 を

有す る外国機 のデー タ通信 システムへ の進 出力は,な お根強い ものが ある と
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いえ よう(第3-4-7図 参 照)。

第3-4-7図 国産機 ・外国機別のデータ通信システム数の推移(自 営システム)
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特に金融業は,電 子計算機 の設置状況においても2,023台 の うち,83.2%

(1,683台)と 外国機の利用度が高 く,デ ータ通信 システムに おいては,自 営

システムでは67.0%が 外 国機に よるシステムであ り,直 営 システ ムの うち金

融業 の15シ ステ ムを加えても58.9%が 外 国機 システ ムで占め られてい る。

また,証 券 ・生保業 は,22シ ス テムの うち17シ ステム(77.3%)が 外 国機

システ ムとなってい る。

国産機,外 国機別 の回線利用状況を 自営 システ ムについて比較 してみ ると

第3-4-8表 の とお り1シ ステ ム当た りの利用 回線数は,国 産機48.3回 線,
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外国機32.8回 線 と国産機が上 回っているが,国 産機 システ ムは50b/s規 格

(40.6%)及 び1,200b/s規 格(48.5%)が 中心 であ るのに対 し,外 国機 シ

ステ ムは200b/s規 格(43.2%)及 び1,200b/s規 格(43.2%)が そ の中心

を 占めてお り,50b/s規 格 は9.0%に す ぎない こと,高 速 デ ータ伝 送回線で

あ る2,400b/s規 格 は,259回 線 の うち83.8%(217回 線)が 外 国機 システ ム

において使用 されてい ることな どの事例 は,外 国機 システ ムの高速,大 規模

性を示す もの といえ よう。

なお,45年 度 末の回線使用状況(自 営 システム)は,50b/s規 格 が5,053

回 線(国 産機3,884回 線,外 国機1,169回 線)と 全 回線 の51.6%が 使 用 されて

いたが,国 産機,外 国機 の システム とも,シ ステムの レベルア ップ等 に より

使用数が減少 してお り,47年 度 末現 在4,953回 線,27.8%と な ってい る。

第3-4-8表 自営システムにおける国産機 。外国機別回線利用状況

(47年度末現在)

区 別 国 産 機 外 国 機/・ 合 計

システム数 zia 223 441

回
線
規
格
別

Sob/s 4,287 (40.6) 666 9.o) 4,953 (27.8)

ioob/s 39 (0.4) 119 (1.6) 158 ( 0.9)

200b/s ],061 (10.1) 3,154 (43,2) 4,215 (23.6)

1,200b/s 5,111 (48.5) 3,152 (43.2) 8,263 (46.3)

2,400b/s 42 (0.4) 217 (3.0)
o

259 ( 1.4)

合 計 10,540(100.0)7,308(100.0)17,848(100.0)

1シ ス テム当た り
回 線 数

48.3 32.8 40.5

(注)D-1規 格(帯 域使用)は,1,200b/s規 格に含めて集計 した。

2民 間企業等に よる利用

(1)利 用の概況

我が国のデータ通信システムは,そ の対象業務別の内訳をみると,39年 の

出現以来,銀 行の預金,為 替業務を中心 とす る金融業務が主流を占めてきた

が,次 第に製造業を中心 とした販売在庫管理業務のオンライン化が進行 し,
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44年 度 末においては48シ ステ ムとな り金融業務の46シ ステ ムを上 回 り,47年

度 末においては全体 のデータ通信 システム(485シ ス テム)の30.1%(146シ

ス テ ム)を 占めるに至 った。生 産,販 売,在 庫管理業務 システムの146シ ス

テ ムの うち6シ ステムは直営 システムであ る。 自営 システムの構成パ ターン

は第3-4-9図 の とお りであ る。

第3-4-9図 販売在庫管理業務のシステム構成図(自 営システム)
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窯驚 邦 工場
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_鋳 レ'
納入

営業倉庫(ス トックポイン ト,配送セ ンター)

自営システムの140シ ステムについてみると,約120シ ステムが家庭電機,

自動車製造,石 油化学,繊 維など製造業の生産,販 売,在 庫管理業務に利用

されているほか,20シ ステムが商事会社,自 動車販売会社等商業の販売在庫

首理業務に利用されている。なお,製 造業のうち製薬業の販売在庫管理業務

に9シ ステムが導入されていることが注目され る。

(2)製 造 業

家庭電機,自 動車,繊 維などの製造業においては,販 売地域が全国的規模

こわたり,か つ,商 品の販売単位が多種多様で細分化されてお り,消 費者の

幕要の動向が比較的短期間のうちに変化する傾向にある。このため,小 売店

引,品 種別の販売状況を常時適切には握し,迅 速な出荷体制を整備する,い
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わゆる注文か ら出荷まで一貫 して処理するオーダー ・エン トリーシステムの

確立が各企業の課題 とされている。

したがって,製 造業において大宗をなす販売在庫管理業務のオンライン化

の動向をみると,① 特約店等か らの受注処理と倉庫等への出荷指示業務がオ

ンライン化の第1ス テ ップとされている。受注出荷業務のオンライン化は,

自社の営業所,販 売店段階か ら特約店,販 売代理店のレベルまでシステムに

組み込んでい く傾向にある。②出荷業務の段階では,小 売店への効率的な配

送計画(運送管理),倉 庫 の入庫,出 庫業務の自動無人化が進められている。

③受注,出 荷データをもとにした販売地域別,売 上品種別等の消費動向に関

するレポー トにより生産指示,日 程計画,進 ち ょく管理がオンライン化され

ている。④倉庫(工 場)に おける原材料,部 品の購買管理や品質管理システ

ムあるいは営業倉庫におけるアフターサービス(補 修)部 品に過剰在庫や品

切れが生 じない ようにするための在庫管理システムが導入されている。

このような販売在庫管理システムの導入に併せて,特 に重電機,造 船など

の重工業においては最適設計(強 度,製 造工程等)の ための科学技術計算シ

ステムが導入されている(15シ ステム)。システムの性格か ら回線使用数は少

なく,1シ ステム平均5回 線程度であるが,ほ とん どのシステムが2,400b/

s規 格回線を中心に構成されている。

(3)金 融 業

ア.金 融業では,特 に銀行業務を中心 として,近 年における銀行業務の多

様化,事 務量の増大に対処 し,事 務の機械化,合 理化を図るため,都 市銀行

では,39年 度か ら預金,為 替業務を主 とした自営システムによるデータ通信

システムの導入が始ま り,43年10月 には直営システムによる全国地方銀行協

会の為替業務協同システムが導入された。更に48年4月 か らは 日本銀行の内

国為替決済制度加盟銀行相互間を結ぶ 「全国銀行データ通信システム」(略

称 「全銀システム」)が スター トした。このシステムは都市銀行,地 方銀行,

信託銀行,長 期信用銀行など87行(約7,300店)に 端末装置を置き,東 京にあ

る中央処理装置 と専用回線により直結 し,為 替通信等を迅速に処理するもの



第3-4-10図 全銀システムの構成図
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で,世 界的に も非常に注 目されている。

イ.国 産機 ・外国機別利用状況

金融業 の利用内訳をみ ると,124シ ス テムの うち,預 金業務60シ ステ ム,

為 替業 務34シ ステ ム,預 金 ・為替併用 システム26シ ステム,信 託業務4シ ス

テ ムとな っている。 この うち,預 金業務では71.7%(43シ ス テム)が 外 国機

を利 用 しているのに対 し,為 替業務では58.8%(20シ ス テム)が 国産機 を利

用 してお り,為 替業務 システ ムにおいては国産機が優位 を示 してい る。

ウ.金 融機関別利用状 況

金融機関別にみ ると,都 市銀行(14行)に つ いては,45年 度 までに預金,

為 替業 務のオ ンライ ソ化 がほぼ完 了してお り,46年 度 以降は預金業務 のサブ

システ ム,信 用照会業務等 のためのシステム導入が行われ てい る 状 況 に あ

る。47年 度末現在29シ ステムであ り,す べて 自営 システ ムであ る。

地方銀行(63行)の 金融業務 のオソライン化は,46年 度 か ら急速に進ち ょ

くし,47年 度 末では63行 の うち68.3%の43行 が導入(50シ ス テム)し てお り,

更 に48年 度 中には10数 行の導入が予定 され てい る(第3-4-11表 参 照)。

第3-4-11表 金融機関別データ通信システム設置状況

(47年度末現在)

区 旺男

行

行

行

行

行

庫

銀

銀

銀

銀

銀

金

用

市

方

信

託

互

用

期

都

地

長

信

相

信

計

総 行 数

14

63

3

7

72

484

643

データ通信シス
テム導入行数

14(100.0)

43(68.3)

2(66.7)

5(71.4)

15(20.8)

20(4.1)

99(15.4)

データ通信
システム数

9

0

2

6

5

0

2

5

1

2

izz

(注)t.()内 は総行数V'占 める導入行数の割合(%)で あ る。

2.農 業協同組合の直営2シ ステムを除いた。
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普通銀行等のデータ通信システムの導入状況に対し,相 互銀行,信 用金庫

は,経 営規模(預 金量)に よるシステム設置経費の制約あるいは取扱業務量

や店舗数か らくるオンラインシステムの経済効率性から,こ れまで導入は著

しく遅れていたが,金 融機関の大衆預金者層へのくい込み,消 費者金融への

積極的進出に示 され る,い わゆる大衆化路線の進展に伴い,大 手銀行 との激

しい競争関係に直面 したため,こ れら中小規模の金融機関においても電子計

算機の設置一 データ通信システムの導入による情報処理 システム化が進め

られている。

相互銀行(72行)は,20.8%(15行)が データ通信システムを導入してお

り,信 用金庫(484金 庫)は4.1%(20金 庫)が データ通信システムを導入し

ている。このなかには,中 小金融機関が個別にデータ通信システムを設置す

る非経済性を排除 した共同使用システムとして,直 営システムによる東京都

信用金庫協会及び大阪府信用金庫協会の預金業務システムが含まれている。

エ。振込入金通知業務のオンライン化

都市銀行では,公 衆通信回線の利用開始に伴い,事 務センター(自行本店〉

側の公衆通信回線(電 信型)と 全国各地の顧客の加入電信回線を接続し,こ

れまで電話や郵便あるいはオフラインの加入電信によ り連絡していた振込内

容,預 金残高の通知業務をオンライン処理し,入 金業務の合理化と顧客サー

ビスの向上を図ることとしている。都市銀行のうち,既 に数行が導入を終え

てお り,48年 度においては,そ のほとんどがオンライソ化を行う見通 しであ

る。 これ らのシステムの標準的パターンは第3-4-12図 のとおり,既 存の

預金業務に使用している特定通信回線システムを中継電子計算機により公衆

通信回線に接続 し,セ ンターの電子計算機で預金業務のうちか ら振込入金通

知業務に必要な情報を抜き出して,中 継電子計算機経由で顧客あて通知する

ものである。従来は,電 子計算機か らいったん紙テープに打ち出し,係 員が

改めて加入電信により顧客あて送信し直 していたものである。

このシステムの導入により,要 員の節減に貢献するだけでなく電話連絡の

行き違いが解消され,連 絡内容が正確,迅 速には握できるなどの導入効果が
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第3-4-12図 銀行における振込入金通知業務システム構成図

g

▽
△

姑

事務センター 通信センター

メインCPU中 継CPU

一
自行内預金

受払システム

/

特定通信回線

システム 公衆通信回線(加入電信回線)
システム

期待されている。

(4)証 券 業

ア.利 用の概況

x瀦
加入電信

加入者

L
顧 客

証券業においては,35,36年 の高度経済成長を背景 とした株式 ブームの時

期に各社 とも電子計算機の導入,通 信網の整備を手がけている。

39年 から,業 務量の急速な増大 と顧客サービスの向上のため,テ レタイプ

からオンライソへの移行の必要が生 じ,大 手証券がデータ通信 システムを導

入しでお り,次 いで中堅数社にもオンライソ化が波及 し,47年 度末現在14シ

ステムが設置 されている。

証券会社のデータ通信システムにおける回線の使用状況をみ ると,200b/

s規 格回線を中心に本社 ・支店間が接続 されてお り,大 手証券では,全 国を

ブRッ ク化し,支 店の端末機 との間に集線装置を設置 し,集 線装置 と本社の

電子計算機との間は高速回線を使用するなど回線の効率的使用を 図 っ て い

る。自営システムにおける2,400b/s規 格259回 線のうち,22.0%(57回 線)

を株式取引業務(12シ ステム)で 使用してお り,証 券業 システムが全体的Y'

高速回線を中心 として構成されていることを示 している。
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イ.適 用業務

証券業 システムの適用業務は,次 のようなパターンに分け られる。

⑦ 株式注文処理業務

各支店は,顧 客か らの注文をその端末機か ら本社の電子計算機に送 り,電

子計算機は注文伝票を自動的に打ち出し,取 引が成立すると各支店の端末機

に売買報告書をプリントし,打 ち出す方式をとっている。

(イ)総 合的な顧客口座管理

顧客層の大幅な拡大に伴い,多 数の顧客に対し個々のニーズY'適 したきめ

細かい情報を提供するため銘柄別の株価情報など証券投資に関するデータを

ファイルしておき,顧 客に対し最新の的確な情報を提供する。

¢う データバンク

経済環境の時々刻々の変化に対応し,企 業の財務データ,経 済指標など証

券業務に関係のある各種のデータをファイルしたデータバンクを整備する。

大手証券では,目 下(イ)から㈲の業務のオンライソ化を目ざしている段階で

あるが,中 小証券では中堅数社がデータ通信 システムを導入したばか りの段

階であh>多 くの中小証券はEDPS化 が遅れていることから業界内の格差

は次第に大きくなってきている。更に49年4月 に利用開始が予定 されている

証券取引所の相場情報システムがか動す ると,広 域にわたる支店網をもつ証

券会社では,オ ソラインシステムの導入は顧客サービス上不可欠の条件 とな

るものとみ られ,自 社だけでシステム導入が困難な中小証券会社によるシス

テムの共同利用などの方策の確立が,今 後の証券業界のEDPS化 の大きな

課題となろう。

(5)デ ータ通信システムの共同使用

近年における産業の再編成の動 きに伴い,企 業合併をは じめ,投 融資,商

品流通等に伴 う垂直的,横 断的な結合関係が進行しているが,こ のような企

業系列化の傾向は,異 企業間における情報の共有,ひ いては情報処理システ

ムの共有,系 列化を促進するものである。

公衆電気通信法の一部改正に基づき,特 定通信回線の共同使用の認められ
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る範囲が,改 正前の専用回線の場合よ りも大幅Y`拡 大されたこともあって,

特定通信回線の共同使用は,公 衆法改正時の5シ ステムか ら急速Y'増 加して

きており,47年 度末現在では34シ ステムとなっている。

この内訳をみると,生 産,販 売,在 庫管理について業務提携 した製造業 ・

卸売(販 売)業 のシステムが8シ ステム,預 金の受入払渡について業務提携

した普通銀行 ・相互銀行のシステムが6シ ステムあ り,こ れ らがその中心 と

なっている(第3-4-13表 参照)。

製造業 ・卸売(販売)業 の共同使用の一般的な利用形態は,販 売業を中心 と

して製造業への発注,出 荷指示に関する情報の流れをナンライソ化したもの

である。小売業,販 売代理店等か ら卸売業への注文は,電 話又は加入電信Y'

より行われているのが通例であ り,受 注か ら販売までの流れを一貫して結び

つけた,い わゆる物的流通システムのオンライン化までには至っていない。

第3-4-13表 自営システムにおける共同使用状況

共 同 使 用 者 シ ス テ ム 数

間

業

業

間

間

行

間

業

間

間

協

他

互
騨

互
互
醐
互
行
互
互
農

相

相

相

.

相

売

運

相

相

旅

相

庫

卸

.

行

.
行

.

係

の

業

業

業

行

業

業

金

.

銀

銀

関

業

銀

造

造

造

売

通

通

互

送

券

協

用

製

製

製

販

普

普

相

運

証

農

信

そ

2

8

1

3

1

6

1

2

4

2

玉

3

計 34

なお,公 衆通信回線の利用開始を契機として,自 動車製造業では既設の加

入電信回線を利用し,全 国数百の系列販売店(デ ィーラー)と 本社 の電子計

算機 とを電信型公衆通信回線で接続して,① デ ィーラーからのデータギャザ

リング(販売情報の収集),② 出荷情報のデ ィーラーへの送出,③ デ ィーラー
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か らの在庫車種,部 品納期等Y'関するインクワイアリサービス業務の導入を

計画している。また,家 庭電機メーカー数社でも本社セソターと全国に散在

する配送センターあるいは販売特約店とを結んで販売在庫管理業務を行 う計

画があ り,48年 度中には,相当数のシステムが実働に入るものと見込まれる。

3行 政機関等による利用

(1)利 用の現状

我が国の行政機関は,行 政事務能率の向上を図り,行 政サービスを充実さ

せ るためデータ通信の導入をは じめとす る行政情報処理のEDPS化 を進め

てきた。

特に,社 会,経 済活動の急速な拡大,変 化は,都 市間題,公 害問題,交 通

問題などの新しい問題をひきおこしたが,今 やデータ通信は,行 政が直面す

る今 日的な課題に対処するための必要不可欠の手段 となっている。大都市に

おける交通制御システムや環境保全のための大気汚染観測システムなど時 々

刻々に変化する状況に即応 して有効な対策を打ち出す制御用データ通信シス

テムの設置が具体的なシステム導入例としてあげ られよう。

一方 ,国 の行政機関として,各 省庁が個別にデータ通信システムを導入 し

ていく現状にかんがみ,政 府機関が共用の通信ネ ットワークを形成し,こ れ

らシステムの効率的利用を図る必要があるところから行政管理庁及び郵政省

が協力して行政情報通信ネットワークシステムに関する調査研究を進めてい

る。

(2)国 の行政機関

国の行政機関の代表的なデータ通信システムである労働省の求人 ・失業保

険システムの概要は,次 のとお りである。

ア.業 務の流れ

システムの構成は第3-4-14図 のとおりであ り業務処理の流れは,お お

むね次のとお りである。
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第3-4-14図 求人・失業保険システム構成図

伝送システム(特定通信回線)
}労 働市場センター

懲 魏府県Σ
中 継 局1,200

b/s中 央

Σ 交換装置

g
50b/s

難糾:口
労働市場センター資料により作成。

(注)1.職 業安定機関の端末……535か 所に設置(さ ん孔タイプライタ,デ ータ伝

送装置,MRP装 置,デ ィスプレイ装置)

2.集 配信局……ほぼ都道府県単位に設置

3.中 継 局……名古屋,大 阪,広 島,福 岡,仙 台及び札幌に設置

① 公共職業安定所及び都道府県は,受 理した求人票,求 職票,失 業保険

の各種届などの原票に基づき,さ ん孔タイプライタに よって労働市場セ

ンターあての各種データを紙テープとして作成する。

② 作成 した紙テープは,デ ータ伝送装置にかけることによって自動的に

電気信号に変えられ,501)/s規 格の速度で特定通信回線によって集配

信装置の置かれている道府県に伝送 される。

③ 道府県の集配信装置は,伝 送されたデータを自動的に集約して中継局

に伝送する。

④ 中継装置は,送 られてきたデータを更に集約し,1,200b/s規 格の高

速回線で労働市場センターに伝送する。

⑤ センターでは,伝 送 されてきたデータを中央交換装置Y'よ り区分 し,

必要な処理をして電子計算機へ回す。電子計算機では送 られてきたデー

タ(求 人連絡,求 人,求 職の照会など)の 大部分を即時処理 し,結 果を
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折 り返し中央交換装置に送る。

⑥ 中央交換装置では,こ のデータを磁気テープに編集した上で各端末あ

て伝送する。あて先の安定所等においてはデータ伝送装置によって紙テ

ープにさん孔され,さ ん孔 タイプライタにかけて判読できる文字 として

打ち出される。

イ.シ ステム導入の効果

労働省労働市場センターでは,本 システムの導入の効果 として,全 国の職

業安定機関がネットワークで網 らされたことによ り全国的見地に立った一体

的な職業安定行政の運営の基盤が整備されたとしている。

① 広域職業紹介業務

従来の書類の郵送による処理方式のもとでは,求 人申込から求人連絡ま

で1週 間近 くを要していたが,シ ステム導入により求人連絡は即時に連絡

先の安定所に通知され,そ の日のうちに(遅 くとも翌 日中)あ っ旋,紹 介

の過程に入 り得ることになった。また,大 都市通勤圏(関 東,中 部,近 畿

地方等)で はオンラインで職業紹介が行われている。

求人,求 職に対する指導等については,従 来は全国の労働市場の状況に

関する客観的な資料が乏しかったが,現 在は,労 働市場センターから提供

される豊富で客観的な労働市場情報の活用によ り的確な指導,相 談が可能

とな り,安 定所の窓口におけるサービスの質的向上が図 られることとなっ

た。

② 失業保険業務

失業保険期間通算業務は,単 なる予算,人 員の増加によっては解決し得

ないものであって,本 システムの導入による大量事務の集中処理によって

はじめて実施が可能となったものである。

失業保険微収業務は,従 来,都 道府県において手作業で行っていた台帳

記録,保 険料計算等の業務をセンターが行うこととなったため,都 道府県

における事務が大幅に簡素化された。
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(3)地 方 公共 団体

ア.利 用の概 況

地方公共 団体 における電子計算機利用状況は,都 道府県47団 体(う ち,民

間等 に委託 してい るもの14団 体),市 町村1,594団 体(う ち,民 間等 に委託 し

ているもの1,314団 体)で ある(48.1.1.現 在,自 治省調べ)。

47年 度 末におけるデー タ通信 システム数は61で あ り,う ち都道府県 によ る

もの41,市 に よ るもの20で ある。

第3-4-15表 地方公共団体等データ通信システム設置状況

年 度

42

43

44

45

46

地 方 公 共 団 体

東京都(物 流管理)

大阪府(大 気汚染観測)

東京都(水 道管理)

東京都(大 気汚染観測)

北海道(財 務会計)

ζ翻
(大気汚染観測)

壽型
愛知県警(交 通制御)

・神奈川県警(〃)

福 岡県警(")

岩手県(行 政管理)

富山県

海南市

和歌山県

兵庫県

国 立 大 学

東北大学(科 学技術計算)

大阪大学(科 学技術計算)

京都大学(")

九州大学(科 学技術計算)

北海道大学(科 学技術計算)

東京大学(交 通実験)
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年冨度

46

47

地 方 公 共 団 体

和歌山市

北海道庁

千 葉 市

埼 玉 県

清 水 市

京都府警

宮城県警

群馬県警

埼玉県警

兵庫県警

北海道警

福岡県警

栃木県警

千葉県警

静岡県警

警 視 庁
(z)

大 阪 府

(大気汚染観測)

(交通制御)

(税務処理)

高 石 市(大 気汚染観測)

川 崎 市(〃)

尼 崎 市(")

枚 方 市(水 道管理)

大 阪 市(大 気汚染観測)

大 阪府警(交 通制御)

横 浜 市(大 気汚染観測)

東京都大田区(〃)

福 井県警(交 通制御)

岡山県警(")

国 立 大 学

東京大学(薬 価計算)
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年 度

47

十
二
昌
口

地 方 公 共 団 体

札 幌 市(大 気汚染観測)

石川県警(交 通制御)

愛 知 県(大 気汚染観測)

福岡県警(交 通制御)

山形県警(〃)

三 重 県(大 気汚染観測)

三重県警(交 通制御)

山口県警(")

秋 田 市(大 気汚染観測)

君 津 市(")

神 戸 市(水 質汚濁監視)

船 橋 市(公 害テレメータ)

香 川 県(大 気汚染観測)

下 関 市(")

広島県警(交 通制御)

大分県警(")

61

国 立 大 学

7

(注)私 設システムによるものは除く。

イ,シ ステムの概況

地方公共団体におけるデータ通信 システム導入の歴史は新 しく,ま ず42年

度に東京都の農産物流通管理システムが導入 されたが,近 年における増加状

況は著しく,45年 度の13シ ステムか ら47年 度末の61シ ステムへと急増して

いる。

これは,① 最近における公害の深刻化に伴い大気汚染防止法による指定地

域を中心Y'...,各都道府県,市 によって大気汚染観測システムが導入されたこ

と及び②交通ラッシュ緩和対策の一環 として,警 察庁の 「特定交通安全施設
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等整備事業五か年計画」に基づ く国庫補助を受けて人 口30万人以上の都市や

県庁所在地を中心に各都道府県警察本部による交通制御システム(交 通管制

センター)が 導入されたことによるものである。

この結果,地 方公共団体のデータ通信 システムのうち,大 気汚染観測シス

テム(28シ ステム)及 び交通制御システム(25シ ステム)が 全体のシステム

の86.9%を 占めている。

ウ.川 崎市の大気汚染監視システム

川崎市は,近 年における大気汚染の進み方が著しいことから,大 気汚染監

視の強化を図るため公害部を局に昇格 させるとともに,47年8月 に公害監視

システムを導入 した。

このシステムは,環 境大気汚染自動監視システムと発生源亜硫酸ガス自動

監視システムが主体 となって構成されており,我 が国でも最大規模の公害監

視システムである。

(ガ 環境大気汚染監視システム

環境大気汚染監視システムは第3-4-16図 に示す とお り,基 準測定点

(観測所)7か 所において測定した主要汚染物質及びこれ らに関係のある風

向,風 速などのデータを,特 定通信回線(D-5規 格)で 結ばれた公害監視

セソター(監 視所)に アナログ方式のテレメータによって常時伝送 し,こ こ

で集中監視するものである。

伝送 されてきた各種測定データはデータ処理装置によって処理され,そ の

結果はグラフィックパネル盤,デ ータ表示盤及び市役所前の電光表示盤にそ

れぞれ表示される。更にその結果は,時 報 ・日報の作成用タイプライタ装置

によって記録されるとともに,日 報その他の統計処理を行 うために紙テープ

にも記録される。

また,警 報や注意報が発令されたときは,そ の情報を各基準測定点に個別

又はいっせいに通報することができる。



市役所

(1か 所)

0
口00

[==コ ロ00
ao口

==コ ロロロ1一

國 一

←

[
]

口

電光表示盤

第3-4-16図 川 崎 市 に お け る環 境 大 気 汚 染 自動 監 視 シ ステ ム系 統 図

データ処理装置いっせい通報装置 テレメータ テレメータ

00

直 送

公害監視センター

待定通信回線

統計処理科学計算用電子計算システム

抵テープ読取装置

巳占餌
電子計算機 紐テープせん孔装置

fifi

冒
ロ自

目
塁
目
ロ

口

ロ
ロ
ロ
ロ

口

いっせい通報(受信)

装置

口口口口
｠｠｠｠

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

皇

2

1

1

1

亜磧酸ガス(ppm)
オキシダント{ppm)

r孚遊粉じん(MR/m')
一酸fヒ窒案(ppm)

二酸fヒ蜜案 〔PPn馳)
一・駿fヒ'最案 〔PP皿)

全炭化水素 〔ppm)
飽和炭化水案 〔ppm)

風 向(16方 位)
風 速 〔m/s)
混 度 〔℃}

湿 度(%)

O ===コ ロ==】
覧==コ[=コ==]
[==2巴==コ==コ
【==コ 【=コ==3
に=コ ロ 【=コ
===コ 【==コ ロ

ロ じ==][=コ
C=コ ロ に=コ
【==1⊂=コ 【=コ

観 測 所

11公 艦 視・・ター値 馴

ー

N
O
劇
1

澗

ω
畏

目項定測

口

'＼
、 大気汚染状況表示盤 データ表示盤

代表タイプライタ

: o

市長室局長室 規制

モ。タ.テ レ評 一課

==

1・ 大 師 保 健 所1

1・ 田 島 保 健 所1

14幸 保 健 所1 市内7か 所

-＼
・＼
、＼醇

操作卓

テ'レビカ メラ

15中 原 区 役 所1

1幅 津 区 役 所1

17多 摩 保 健 所1



第3-4-17図 川崎市における発生源亜硫酸ガス自動監視システム系統図

(42工 場)

工 場

亜硫酸ガス濃度

テレメーダ

愈
ガス使用量

重油使用量

△
糊

各種燃料使用量
重油の硫黄含有量
その他

8霊
いっせい指令受信装蓋
旧準 野

データ処理用電子計算機 いっせい指令装置

口

日五

勺
口1口

第二庁舎玄関

発生源状況表示

呂
舅
目
呂

ロ目
善

口

ロ

ロ
ロ
ロ
ロ

一

ロロロロ
ロロロロ

ロ ロ ロ
C=コC=コ ロ【=コ==コ ロ
ロ ロ ロ
ロ ロ ロ
ロ 自[=コ
ロ0ロ
ロ 【=コ[=コ
ロ0口

三一二三
口

作表タイプライタ

発生源状況表示盤

口三

臼 目 口
タイブライタ ラインプリンタ ディスクファイル

盟陰
O
O
O口

月報 ・季報・科学計算用電子計算システム

〇三 口1
市長室 局長室 規制第一課
カラーテレビディスプレイ

操 作 卓

田田

カー ド読取装置
ラインプリンタ ヵ一 ドせん孔装置

臼1冒 自曲
電 子 磁 気 タイプ

計算機 テープ.ラ イタ

X・Y

プロツタ

幽

刈

-

l

N
①
㎝
1



一266一 第3部 各 論

(イ)発 生源亜硫酸ガス自動監視システム

発生源亜硫酸ガス自動監視 システムは,第3-4-17図 に示すとお り川崎

市の亜硫酸ガス排出量の90%以 上を占める大手42工 場(観 測所)を 対象に,

各工場の燃料使用量,主 要煙道中の亜硫酸ガス濃度,重 油中の硫黄含有率な

どの測定データをディジタル方式のテ レメータにより特定通信回線(D-1

規格)を 使用して公害監視 センター(監 視所)に15分 ごとに伝送し亜硫酸ガ

スの総排出量を監視するものである。

その結果は中央監視室等に設置してあるパネル表示盤にそれぞれランプ表

示される。更にラインプリンタにより測定結果が記録されるとともに,磁 気

テープにも記憶され,月 報作成その他の統計処理が行われる。また,緊 急時

及び亜硫酸ガス排出量が平常値を超過したときは,1燃 料切換xな どの指令及

び確認が各工場に対 しいっせい指令装置によって行われる。

川崎市の大気汚染監視システムは,D-1規 格回線45回 線を使用する大規

模な公害監視システムであ り,更Y`48年 度には,自 動車の排出 ガ ス を 測定

し,テ レメータによ り公害監視センターへ伝送するシステムがか働すること

となっている。

エ.交 通制御システム

交通制御(管 制)シ ステムの典型的なシステムは,① 交通情報収集システ

ム,② 交通信号制御システム,③ 交通規制システム,④ 緊急時交通制御シス

テム,⑤ 交通誘導 ・広報システムにより構成されている。各交差点に設置さ

れた車両感知器やパ トカー等か らの交通情報(通 過自動車の台数,速 度等)

は,デ ータ通信回線でセンターの電子計算機に集 中 さ れ る。電子計算機で

は,各 道路の交通量の動向を総合的に判断し,デ ータ通信回線を通して信号

制御機,う 回誘導板制御機,標 識制御機に対し制御情報を送出して広域的な

交通制御を行い,特 に信号制御は,セ ンター管内の全信号機が有機的に連動

するようにシステムが構成されている(第3-4-18図 参照)。

オ.行 政 ・財務管理システム

地方公共団体のデータ通信 システムのうち,今 後の地方自治行政の総合的
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第3-4-18図 交通制御システムの標準的な構成図
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な情報処理システムの体系化を目ざす ものとして,44年 度Y`導 入された北海

道庁の財務会計 システムと45年度に導入された岩手県の行政管理 システムが

ある。

北海道庁のシステムは,本 庁 と12の支庁との間を50b/s規 格回線で結び,

①財務会計業務を中心 とし,② 民生福祉事務,③ 土木工事管理(災 害復旧工

事見積業務)に ついてオソライソ化したものであるが,現 行システムがデー

タ ・ギャザ リングを主としたバ ッチ処理が中 心 で あ り,ま た,回 線規格が

50b/sで あることか ら通信量がオーバー ・フローしつつある傾向にあ るた

め,目 下,シ ステムの レベルア ップが検討されている。

岩手県庁のシステムは,本 庁と14の出納事務所 との間を200b/s規 格回線

(2回 線),50b/s規 格回線(13回 線)で 結び,① 財務会計業務 ②土木事

業進行管理,③ 業務統計報告,④ メッセージ通信等の業務をオンラインで行

っているが,電 子計算機が小型であ り,通 信回線が低速であるため緊急を要

しない情報については,リ モー ト・バ ッチ方式,あ るいは他の電子計算機に

切 り換えて処理す るなどの方式が とられている。

(4)国 立大学

国立大学におげ るデータ通信 システムは,東 京大学をは じめ7大 学に設置

されている大型計算機センターの大型電子計算機 と,各 大学に設置されてい

る中小型電子計算機を通信回線で接続する構成となっている。

大型計算機センターは,国 立学校設置法施行規則に基づき,全 国の国公私

立大学の教員その他の者に研究のために共用させる施設として,昭 和41年 に

東京大学に設置されたのを初めとし,現 在,北 海道大学,東 北大学,京 都大

学,大 阪大学,九 州大学等に設置されてお り,大 学におけるデータ通信シス

テムの中心的な役割を果たしている。

また,各 国立大学には,従 来から学内共同利用の電子計算機を独立したシ

ステムとして設置してきたが,こ れを大型計算機センターと通信回線で接続

し,オ ンライン ・データステーションとして利用する方が有利であるとの判

断にたち,46年 度に室蘭工業大学 と山形大学に設置する電子計算機を,そ わ,
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それ北海道大学又は東北大学のオソライン ・データステーションとして設置

したのを初めとし,48年 度までに8大 学Y'設置 し,49年 度にも新たに6大 学

に設置する予定である。

文部省では,現 在大型計算機センター相互を通信回線で接続 し,大 学にお

ける科学技術計算をは じめとする各種の情報処理及び学術データを中心とし

た各種情報利用のためのネットワークを構成することにつき検討 を始 め た

が,各 大学に設置されるデータステーションは,そ の第1段 階と も な る の

で,今 後も国立大学に設置する学内共同利用の電子計算機は,原 則 として大

型計算機センターのオソライン・データステーション(リ モー ト・バ ッチ方

式)と する予定である。

大型計算機センターのシステムによるTSS方 式によるオンライン処理に

ついては,43年 に大阪大学(当時は学内計算センター),東 北大学で行われた

のを初めとし,現 在では,各 大型計算機センターと大学の研究室等に設置さ

れている端末機との間で行われている。

4国 際データ通信回線の利用状況

(1)利 用の概要

国際電電が自営システムのために提供する電気通信回線は,① 国際特定通

信回線 ②国際公衆通信回線(加 入電信の電信回線)で ある。

これ ら国際データ通信回線は国内のデータ通信回線 と同様に,国 際特定通

信回線は46年9月1日 から,国 際公衆通信回線は47年11月12日 から,そ れぞ

れ利用が開始されている。国際特定通信回線は,利 用開始前は国際専用回線

に電子計算機を接続 して利用していたものが,国 際特定通信回線に移行 した

ものである。46年9月1日 の移行時には18シ ステムであったが,47年 度末に

は25システムとなり,今 後,社 会経済活動の国際化,企 業の海外進出に伴い

国際データ通信回線に対する需要は,一 層増加 していくものとみ られる。
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第3-4-19表 伝送速度別回線利用状況

伝 送 速 度(
b/s)

46年 度 末

47年 度 末

2,400

3

4

ス

一

イ

レ

ボ

グ

ド

1

1

200

1

75 50

5827

88 37

soxi/alsoxi/4
26 8

3023

十畳肖

124

183

(2)対 象 業務別利用状況

システ ム設置状況は,1利 用者 当た り1シ ステ ム設置 が通例 とな ってい る

が,た だ航空会社が メッセージス ィッチ ング ・システム と座席予約 システム

の2シ ステ ムを併設 してい るため,利 用者数24に 対 しシステ ム数 は25と なっ

てい る。

25シ ス テムの対 象業 務別 の内訳をみ ると,22シ ス テ ムが メ ッセージス ィッ

チ ング ・シス テムであ り,こ のほか,気 象庁 の気象 デ ータ編集 システム,航

空会社 の座席予約 システ ム,旅 行業者 のホテル予約 システ ムの3シ ステムが

ある。

メッセージス ィッチ ング ・システ ムのなかに,商 事 会社 が東京本社 と海外

支店,出 張所間を結んだ システ ムが8あ るが,こ れ らのシス テムは,海 外に

おける販売情報 の収集,販 売指示,海 外ユ ーザ ーか らの商 品照会業務等 に利

用され てお り,こ の8シ ス テムで総回線数(183回 線)の77.0%(141回 線)

を 占めている。

なお,ボ イスグ レー ドの使用状況は,第3-4-19表 で は1回 線であ るが,

こ のほか,商 事会社等 の システムに おい てボイスグ レー ド7回 線が使用 され

てい る。これ らはいずれ も回線使用の効率化 を図 るため50b/s規 格,75b/s

規 格 等に分割 して使用され ている。

(3)電 子 計算機の設置状況

電子計算機 の設置場所は,日 本側が13シ ステ ム,外 国側が12シ ステ ムでお

おむね 半 々となってい る。 日本側は1シ ステ ム(大 阪)を 除 きすべて東京で

あ る。外国側は1シ ステム(フ ラソス)を 除 きす べて米国の各都市 に設置 さ
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れている。

日本側に電子計算機を設置しているシステムは,海 外の各出先機関との間

に国際的なネ ットワークを構成 して お り,1シ ステム当た り回線使用数は

14.1回 線となっている。これに対 し,外 国側に電子計算機を設置 しているシ

ステムは,外 国企業が国内の支店又は合弁会社の端末機との間を接続 してい

る形態のものであるため,回 線使用数は1シ ステム当た り1回 線 となってい

る。

電子計算機の国産機,外 国機別の利用状況は,日 本側に設置されている電

子計算機13台 のうち国産機10台,外 国機3台 となっている。

第3節 情報通信事業

1情 報通信事業の出現

我が国に おい て,い わゆる情報処理サ ービス業が出現 したのは,昭 和30年

ご ろといわれ てい る。 これ らのサービス業 は一般 に計算セ ンターと称 され,

一 般企業等におけ る電 子計算機 の導入 ,普 及の進展 を背景に,次 第 にサー ビ

ス業 としての形態を整え るとともに,こ の分 野へ の企業 の進出が相 次いだ。

現在,500余 の 企業 が,受 託計算サー ビス,ソ フ トウ ェアの開発,カ ー ドさ

ん孔等関連 作業 の受託,電 子計算機 のオープン使 用(マ シ ン ・タイ ム販売)

等 各種のサー ビスをRカ ル ・バ ッチ処理(処 理 デー タの計算セ ンター持込

みに よる一括処理)を ベ ース として提供 している。

近時,産 業界等におけ る電子計算機 の利用は,そ の諸活動 の広域 化,複 雑

化 の状況 と業務処理 の迅速化への要請か ら,デ ータ通信 システ ムへの指向が

著 しいが,情 報処理サ ービス業 のサイ ドにおいて もこれ まで のサ ービスに加

え て,デ ータ通信 システ ムをベース とした オンラインに よる コンビ凶一タ ・

リソースの提供サー ビス等新たな情報通信サ ービスへの展 開が試み られてい

る。公衆電気通信法 の改正に よるデー タ通信制度の発足後,電 子計算機 メー

カ7及 びそ の系列企業等 に よって提供が開始 さ れ た 商用 タイムシ ェァ リン
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グ ・サービスはその顕著な事例であるが,東 京,大 阪,名 古屋等大都市にお

ける電話の広域時分制の実施に伴い,公 衆通信回線の本格的利用によるシス

テム化やサービス提供地域の拡大等,今 後,そ の動向は一層進展をみるもの

と推測される。

現在,我 が国の情報通信サービスは,計 算センターを典型とする民間企業

と電電公社及び国際電電の通信事業者の双方によって提供されている。

2民 間の情報通信事業

(1)情 報 通信 サー ビスとシステ ムの他人使用

情報通信サ ービスにおけ るシステ ムの基本 パ ターソを図示すれば,第3-

4-20図 の とお りであ る。

第3-4-20図 情報通信サービスのシステムの基本構成図

(顧 客) (サ ー ビス提供企業)
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サービス提供企業(計 算センター)に 設置された電子計算機と顧客方に設

置された端末機 との間は,所 要規格の電気通信回線によって接続される。こ

の種のシステムにより,顧 客に情報通信サービスを提供することは,従 来,

電気通信設備の他人使用(設 備の設置者がその設備を自己以外の者に使用さ

せること。)として厳 しく制限されていたが,公 衆電気通信法の改正によりそ

の制限が緩和された。他人使用システム(私 設システムを除 く。以下同 じ。)

の推移は第3-4-21表 のとおりである。

また,他 人使用システムの主計算機の国産機 ・外国機別の利用状況は,第

3-4-22表 のとお りであり,47年 度末で71.9%が 外国機を利用 しており,
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外 国機 の利用率が極 めて高 い状況にあ る。

第3-4-21表 他人使用システムの推移

区 別

シ ス テ ム 数

46年 度 末

5

47年 度 末

32

第3-4-22表 他人使用システムにおける主計算機の国産機 ・外国機別利用状況

区 別

国 産 機 利 用

外 国 機 利 用

合 計

46年 度 末

i(zo.o)

4(80.0)

5(100.0)

47年 度 末

9(2s,i)

23(71.9)

32(100.0)

これ らの システムにおいては,い ずれ もデータ通信 システ ムの設置者がそ

のシステ ムを他 の者に利用させ る とい う関係にあ るが,こ の うち業 として行

われ るものを商用サ ー ビス ・システム としてと らえることがで きる。

(2)商 用 サー ビス ・システム

このシステ ムの設置者は,電 子計算機 メーカー及びその系列企業 を含む計

算 セ ンターが中心に なってい る。

これ らのサー ビス ・システムは,そ のサー ビス内容に よ り,① 特定分野,

特 定業務処理のために設計,提 供 されている各種 サービス ・システ ムと② あ

らか じめ,各 種分 野にわ たる多数 のアプ リケー ション ・プログラム ・ライ ブ

ラ リーを備え,こ れ らを用 いた業務の処 理その他各般 の業務処理のため,コ

ンビzタ ・リソースを提供 してい る汎用サー ビス ・シス テムとに区分す る

ことができるが,こ こでは汎用 サー ビス ・システムに つい て記述す ることと

す る。

電子計算機 の経済的,技 術 的効率性 の増大を指向す る コンビ晶一タ ・二L一

テ ィリテ ィとしてのタイ ムシェア リング ・システムは,我 が国においては,
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従来,大 学や一般企業 におけ る企業 内TSSと して先行 していたが,い わゆ

る回線開放 の行われた46年 ごろか ら電子計算機 メーカー系 その他一部企業に

よる商用 タイムシ ェア リング ・サ ービス提供への動向がみ られ,47年 に 入 る

とともに商用サ ー ビス としての正式 営業 活動が開始 されてい る。

ア.シ ステム概 要

① セ ンター設備 ……東京周辺 の顧客 を中心に商用 タイムシ ェア リング ・

サー ビスの提供が行われ てい るが,サ ー ビス地域 の拡大,顧 客の増 大

の方向に沿 い.一 部 におい ては拡大地域 の中心に集線装置 を設置 し,

顧 客の端末機 を これ に収容す る とともに セ ソター設備 と集線 装置 との

間 を高速回線に よ り接続 して,シ ステ ム利 用の効率化を図 る方向にあ

る。端末機 との間は,現 在,特 定通信 回線 に よ り接続 されてい るが,

今 後,公 衆通信回線の利 用が見込 まれ,特 定 通信 回線 公衆 通信 回線

及 び集線装置の組合せに よる効率的 システ ム化 への進展が 推 測 さ れ

る。

②処理方式…… タイムシェア リングの最 も代表 的形態で ある会話型処理

方式 と,リ モー トーバ ッチ処 理方式の2方 式に大別 され るが,各 々の

処理方式専用 のものと双方 の処理方式 の選 択が可能 なものが ある。

イ.ア プ リケーシ ョン ・プログラム等

この種 サ ービス ・システムに おい ては,利 用者が 自 らプaグ ラムを作成 し

実行で きるほか,サ ー ビス提供者 に よって,あ らか じめ各種 の業務処理 のた

め のアプ リケ ーシ ョン ・プログラムが備 え られ ている。 これ らは,一 般数学,

統 計 ・予測,技 術工学(建 築,土 木,電 気,電 力 ・機 械,数 値制御,物 理,

化 学,原 子力等),財 務 ・金融,経 営学(数 理計 画,OR,シ ミ3レ ーシ ョ

ン,日 程計画等),そ の他 フ ァイル ・マネージ メン ト,デ ー タ ・ベ ース,検 索

用 プログラム等 を含め,多 くの分野にわた ってい る。また,そ の利用言語 も

会話型,バ ッチ型,問 題 向言語を含め多様 であ るが,FORTRAN,BASIC,

COBOL,ALGOL,PL/1な どが共通的利用言語 としてあげ られ る。

ウ.料 金体系
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料金体系は,各 サービス提供企業がそのシステムの設置及び運営 コス トを

どのように配分 し,回 収するかという高度の経営判断に基づくものであ り,

各社 とも種々の料金体系をとっているが,各 社の商用タイムシェアリング ・

サービス料金体系の最大公約数的な骨子は第3-4-23表 の示すとお りであ

る 。

第3-4-23表 商用タイムシェアリンゲ ・サービスの料金体系

項 目 説 明

L初 期経費

(1)加 入料金

(2)端 末機(買 取 りの場合)

(3>電 電公社関係経費

ア.債 券

イ.設 備料

ウ.取 付料

(4)そ の 他

2.月 間固定経費

(1)端 末機(レ ンタルの場合)

(2)基 本使用料金

(3)電 電公社関係経費

ア.モ デム使用料

イ.回 線使用料

s.月 間変動経費

(1)回 線接続料金

(2)CPUタ イム料金

③1/0タ イム料金

(4)フ ァイル使用料金

(5)そ の 他

利用開始時に徴される料金である。加入料を課 さ

ない企業もある。

データ通信回線の設置に伴 う必要経費であり,電

電公社の規定料金となる。なお,債 券の引受けは,

サ ービス提供企業が負担する場合もある。

端末機の調達経費,調 整費,各 種手続料金等があ

るが,加 入料金的なものの場合もある。

月間最低料金である。

データ通信回線,モ デムの使用料であ り,電 電公

社の規定料金となる。ただし,公 衆通信回線の使

用については,月 間変動経費となる。

センター設備(中 央処理装置,各 種1/0装 置,外

部記憶装置等)の 利用に係る料金である。端末機

とセンター設備問の接続時間,CPUの 実働時間,

1/O関 係装置の使用時間,フ ァイルの使用量等に

関する料金であり,各 項目ごとに課金計算される

ものか ら,こ れ らを要素として所定の算定方式に

従い,シ ステム間で一括課金計算を行 うものまで

多様である。ファイル使用料金が固定経費となる

場合がある。

これ らの料金は,大 別すれば①初期経費,② 月間固定経費,③ 月間変動経
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費に分け られる。初期経費は,サ ービスの利用者がその利用開始時に必要 と

する経費であ り,電 電公社への支払いに充て られるデータ通信回線の設備料

金等のほか,サ ービス提供企業の規定料金として加入料金等がある。加入料

金は,通 常,シ ステムへの顧客ナンバー等の登録,マ ニ3ア ル提供,利 用者

教育等の経費とされ,サ ービス提供企業によっては,加 入料金を課さないも

のもあるが,こ の場合においても,調 整費,手 数料等 の名称による諸経費が

課されている。また,月 間固定経費は通常,端 末機の レソタル料金,月 間最

低料金及び電電公社への支払経費であるデータ通信回線等の使用料か らなる

が,月 間最低料金については,月 間最低料金を最低水準としてこれに利用に

伴 う料金が上積みされる場合 と,一 定量までの利用は月間最低料金によって

カバーされる場合の二つの方式がある。

月間変動経費は,サ ービス提供企業に よって多様である。その基本は,セ

γター設備を中心 とするシステム ・コス トの配分にあ り,お おむね回線接続

料,CPUタ イム料金,フ ァイル使用料金か らなるが,特 にCPUタ イムを

中心 とす る料金の算定は,そ の構成要素を含め相当V'複 雑なものがある。

以上のように,現 在,こ れ ら商用サービスは,よ うや くその発展の緒につ

いたところであり,そ の顧客なども,大 勢 として必ず しも多数 とはいえない

のが実情であり,公 衆通信回線の導入,集 線装置等の利用によるシステムの

高度化,効 率化,サ ービス地域の拡大等,そ のサービスとしての本格化は今

後に待つ ところが多い。

3日 本電信電話公社の情報通信事業

(1)概 要

ア.デ ータ通信設備使用契約

電電公社は,デ ータ通信設備使用契約に基づき,電 気通信回線及びこれ

に接続する電子計算機等からなる電気通信設備を一体として設置 し,利 用

者にサービスを提供している。このサービスを電電公社は 「データ通信設

備サービス」と称している。このサービスは,① 一般利用者が共同利用す
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る システ ムサ ービス,② 特定利用者 の特定業務 を対象 とした システムサー

ビス,に 大別 され る。

①の タイプの システムは,電 電公社が あ らか じめ用意 したサ ービスを共同

利用す るいわば レデ ィ・メイ ド型 システ ムで あ り,「 販売在庫管理 システム

サー ビス」及び 「科学技術計算 システ ムサー ビス」があ る。

② のタイプの システムは,電 電公社 がユーザの求めに よ りその対象業務に

応 じたサ ービスを提供す るいわば オーダー ・メイ ド型 シス テムであ り,「 運

輸省 自動車検査登録デー タ通信 シス テム」,「全 国地方銀行 データ通信 システ

ム」な どがその例 である。

なお,プ ッシュホ ン(押 しボタン電話機)で 簡易な計算 を行 う 「電話計算

システ ムサ ービス」は加入電話 の付 加サ ービスで あってデ ータ通信設備使用

契約に基づ くサー ビスでは ないが,便 宜上,② 一般利 用者が共 同利用す るシ

ステムのなかで とりあげ ることとした。

(2)一 般 利用者が共同利用 するシステム

ア.概 要

一般利 用者 が共 同利用す るシステ ムは
,電 電公社 があ らか じめ設置 したデ

ータ通信設備 を不特定多数の者 の利用に供す るものであ り
,47年 度 末現在の

システ ムは,第3-4-24表 に示す'とお りであ る。

イ.販 売在庫管理 システ ム(DRESS-DendenkoshaRealtimeSales

managementSystem)

(カ サ ービス概要

この システムは,利 用者が 日々の営業活動に おいて発生 する多種多様 の売

上 げ,入 金あるいは入 出庫等の変動デ ータをデータ宅内装置(端 末装置)か

らインプ ッ トす るこ とに よ り中央処理装置 にあ らか じめ記憶 してある商 品台

帳,顧 客台帳等 の内容 を常に現状に維 持 し,販 売 ・在庫管理上 必要 な各種 の

伝票や資料を作成す るサー ビスを提供す るものであ る。

α)シ ステムの機能

販売在庫管理 システムの構成は第3-4-25図 に 示す とお りであ り,こ の
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第3-4-24表 一般利用者が共同利用するデータ通信システム

(47年度 末現在)

シ ス テ ム 名

販売在庫

管理システム

科学技術

計算システム

東 京
1

II

阪大

屋古名

幌札

岡福

東 京
1

II

阪大

屋古名

㌍ 穿開替 藷 嚇 対象業務

45.9.16 東 京

48.2.7 東 京

46.1.11 大 阪

47.3.24 名 古 屋

48.3.8 札 幌

48.3.28 福 岡

46.3.29 東 京

47.8.1 東 京

46.6.29 大 阪

47.8.25 名 古 屋

販売在庫管理

科学技術計算

電話計算

システム

東 京

大 阪

45.9.26

46.3.30

東 京

大 阪
電話計算

(注)東 京の販売在庫管理システム及び科学技術計算システムは,そ れぞれ2シ ス

テムずつあるが,以 下においては一括して取 り扱うこととする。

システムは次の機能をもっている。

① 伝票の作成及び利用者ファイルの内容の更新

② 利用者 ファイルの内容の問合せ及び変更

③ 販売在庫管理資料の作成

④ メールボ ックス ・ファイルの利用

㈲ 処理形式

このシステムの処理形式には,処 理結果が即時に得 られる即時処理方式及

びあとでまとめて処理する一括処理方式がある。

(z)利 用状況

i現 状

販売在庫管理システムの47年度末現在における利用状況をユーザ数,端 末
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第3-4-25図 販 売在 庫 管 理 シス テ ム 構 成 図

データ通信センター装置

中央処理装置

(即時)

中央処理装置
即時の予備
及び一括

装置 台数でみ ると第3-4-26表 に 示す とお りであ り,173ユ ーザが このシ

ス テムを利用 してお り,端 末装置 台数は635台 で あ るが,ユ ーザ数及び端末

装置 台数 ともに東京及び大 阪でそ の77.5%を 占めている。名古屋,福 岡及 び

札幌が少ない のは,サ ービス開始後 まだ 日が浅 いためであ る。

第3-4-26表 販 売在庫管理システムの利用状況
(47年度末現在)

区 別

セ ン ター

ユ ー ザ 数

端 末 装 置 台 数

東 京

66
(38.2)

250
(39.6)

大 阪

68
(39.3)

253
(39.7)

名古屋

31
(17.9)

101
(is.9)

福 岡

4
(2.3)

It
(1.7)

札 幌

4
(2.3)

za
(3.1)

計

173
(ioo.o)

635
(ioo.o)

(注)(

る。

)内はユーザ数,端 末装置台数についてのセンター別構成割合(%)で あ

また,1ユ ーザ当た りの平均端末装置台数は第3-4-27表 に示す とおり

であ り,東 京及び大阪のセンターにおいてやや高 くなっているのは,大 都市

におけるほど利用企業の事業規模が大きく,よ り多 くの端末装置を要す るた
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め とみ られる。

なお,札 幌 で平均5台 と高 くなっているのは全 ユーザ数4の うち1ユ ーザ

が10台 利 用 してい るためで ある。

第3-4-27表 販売在庫管理サービス1ユ ーザ当たりの平均端末装置台数
(47年度末現在)試

1ユ ー ザ の 平 均

端 末 装 置 台 数

東 京

3.8

大 阪

3.7

名古屋

3.2

福 岡

2.8

札 幌

5.0

平 均

3.7

この システ ムのユーザの業種別構成 は,第3-4-28図 に 示す とお りであ

り,卸 売業約50%,製 造業約40%と な ってい る。またユ ーザ の平均事業規模

は第3-4-29表 に示 す とお りであ る。

第3-4-28図 販 売在庫管理サービスユーザの業種別内訳

47年度末現在

第3-4-29表 販 売在庫管理サービスユーザの平均事業規模(概 数)

(47年度末現在)

区 別

卸 売 業

製 造 業

資 本 金

5,000
万円

10,000

従 業 員 数

人
100

300
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ii年 度 別推移

利用状況 の年度別推移を端末装置台数でみ ると第3--4-30図 に 示す とお

りである。

第3-4-30図 販売在庫管理システムの端末装置台数の年度別推移

台

goo

全国
635

600

500

400

300

200

ioo

/
454647年 度

ウ.科 学技術計算 システ ム(DEMOS‐DendenkoshaMultiaccessOnline

System)

(カ サ ー ビス概要

この システムは技術計算及び経営科学計算 を大型電子計算機に よりタイム

シェア リング方式で処理す るサ ービスを提供す るものであ り,46年3月 に東

京,同 年6月 に大 阪,47年8月 に名古屋 でそれぞれサ ービスが開始 されてい

る。
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このサービスは,建 築構造計算,橋 りょう計算,土 木計算,熱 伝導計算,

混合率計算,各 種機械設計計算,車 両船舶設計計算,レ ンズ設計計算,ス プ

リング設計計算,電 線弛度計算,天 体観測計算,照 度計算,写 真測量計算等

の技術計算及びLP,PERT,シ ミュレーション等の経営計算に適用され

る。

(イ)シ ステムの機能

科学技術計算システムの構成は第3-4-31図 に示すとお りであ り,こ の

システムは次の機能をもっている。

① 電電公社があ らか じめ用意しているライブラリ・プログラム等を用い

て行 う計算

② プログラムの作成

③ 利用者が作成したプログラムを用いて行 う計算

④ 利用者ファイルの作成及び維持

㊥ 処理形式

このシステムの処理形式には,処 理結果が即時に得 られる即時処理方式及

びあとでまとめて処理する一括処理方式がある。

第3-4-31図 科学技術計算システム構成図
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(_)利 用 状況

i現 状

科 学技術計算 システ ムの47年 度末現在 におけ る利用状況をユーザ数,端 末

装置台数 でみ ると第3-4-32表 に 示す とお りであ り,294ユ ー ザが このシ

ステムを利用 してお り,端 末装置台数は332台 で あるが,ユ ーザ数,端 末装

置 台数 ともに東京 及び大阪でそれぞれ86.1%>86,7%を 占め てい る。

第3-4-32表 科学技術計算システムの利用状況
(47年度末現在)

試
ユ ー ザ 数

端末装置台数

東 京

149(50.7)

iii(si.s)

大 阪

104(35.4)

117(35.2)

名 古 屋

41(13.9)

44(13.3)

計

294(100.0)

332(100.0)

(注)()内 は ユーザ数,端 末装置台数についてのセンター別構成割合(%)で あ

る。

また,1ユ ーザ当た りの平均端末装置台数は,第3-4-33表 に 示す とお

りで,科 学技術計 算 システムではユ ーザの大部分は1台 の端末装置 を用いて

お り,販 売在庫管理 システムに おけ る場合 と比べ各 セソターに よって差がな

いのが特徴であ る。 この ことは,科 学技術計 算 システムにおけ る端 末装置台

数はユ ーザの事業規模 とあま り関係がな く,各 ユ ーザが1台 の端末装置 を設

置すればその利用 目的を達せ られるもので あるため とみ られ る。

第3-4-33表 科学技術計算サービス1ユ ーザ当た りの平均端末装置台数

(47年度末現在)

試
1ユ ーザ当た り
の端末装置台数

東 京

1.2

大 阪

1.1

名 古 屋

1.1

計

1.1

このシステ ムのユーザ の業 種別構成は,第3-4-34図 に示す とお りであ

り,建 設業約60%,製 造 業約20%と な っている。 またユ ーザの平均事業規模

は,第3-4-35表 に示 す とお りで ある。
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第3-4-34図 科学技術計算サービスユーザの業種別内訳

47年度末現在

第3-4-35表 科学技術計算サービスユーザの平均事業規模(概 数)

(47年度末現在)

区 別

科学技術計算システム利用企業

資 本 金

億円
40

従 業 員 数

人

2,700

(注)株 式会社組織のユーザに係るもののみである。

ii年 度別推移

利用状況 の年度別推移 を端末装置台数でみ ると第3-4-36図 に示す とお

りで ある。

エ.電 話計算 システ ム(D】ALS‐DendenkoshaImmediateArithmetic&

LibrarySystem)

(ア)サ ー ビス概要

このシステムは,一 定のサ ービス区域内の プ ッシュホン(押 しボタ ソ電話

機)で 簡易 な計算が行われ るものであ り,プ ッシzホ ンか ら計算式 を入 力す

れば,簡 単 な数値計算か ら相当高級 な ライ ブラ リ計算 までを手軽に行xる サ

ービスで ある
。

(イ)シ ステ ムの機 能
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科学技術計算システムの端末装置台数の年度別推移
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この システムの構成は第3-4-37図 に示 す とお りであ り,ラ イブラ リ計

算,定 義計算,直 接計算の機 能をもってい る。

㈲ 処理形式

この システムの処理形式は即時処理方式であ る。

(_)利 用 状況

電話計算 システムのセ ンターは東京及び大 阪に設置 され てい るが,横 浜,

名 古屋,京 都及 び神戸にはマルチ プレクサ(回 線集線装置)が 設置 され,利

用者はそれを介 して東京及び大 阪のセ ンターに アクセスす ることがで きるシ

ス テム構成 になってい る。 このシステムを利用で きる区域は,セ ンターある



第3-4-37図 電話計算システム構成図
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い はマルチ プレクサの設置 され た単位料金区域及びその隣接単位料 金区域で

あ るが,こ れ らの区域におけるプ ッシュホンの加入数は第3-4-38表 に示

す とお り,合 計26万5,000台 で あ る。

第3-4-38表 電話計算システムを利用できるプッシュホン加入数
(47年度末現在 単位:千 加入)

区 別
センターあるいは
マルチプレクサ設

置単位料金区域

左の区域の隣接
単位料金区域

計

東 京 126(47.6) 12(4.5) iaa(sz.i)

大 阪 53(20.0) 6(2.3) 59(22.3)

横 浜 16(6.0) 3(1.1) 19(7.1)

名 古 屋 25(9.4) z(o.a) 27(io.z)

京 都 12(・ ・5)1 iz(n.s)

神 戸 ]0(3.8) 10(3.S)

合 計}/1/i 265(100.0)

(注)1.京 都,神 戸の隣接単位料金区域は加入数が千に満たないものである。

2.()内 は,加 入総数に対する各区域の加入数の割合(%)で ある。

(3)特 定利用者の特定業務を対 象と した システム

特定利用者の特定業務 を対象 とした システムは,相 互に関係 のあ る特定多

数 の者又は企業体 の要望に応 じて電電公社が デー タ通信設 備を設置 し利用者

の用に供す るもの(各 種 システ ム)で,そ のサー ビス内容は利 用者 の要望 を

もとに して定め られる。

電電公社が,47年 度 末現在提供 してい るこのタイプの システ ムは17シ ステ

ムあるが,こ れを対象業務別にみ ると,第3-4-39表 に 示す とお り,15シ

ス テムが金融業務 を対象 とした ものであ る。 また,預 金業 務を扱 っているシ

ス テムは15シ ステム中12シ ステ ムにのぼ り,金 融機関のオ ンライ ン化 は 自営

システ ムの場合 と同様 に,一 般預金者を対象 とした窓 ロサ ービスの改善にそ

の重点が置かれているこ とが うかがえる。
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第3-4-39表 各種システムの対象業務別内訳
(47年度末現在)

対 象 業 務 システム数 構成割合(%)

金 融 業 務

(預金システム)

(預金 。貸付システム)

(為替 システム)

(預金 ・貸付 ・為替 システム)

(預金 ・為替 システム)

自動車検査登録業務

座席予約業務

十者口

5

)

)

)

)

)

l

1

1

4

4

3

3

1

(

(

(

(

(

17

88.2

(23.5)

(23.5)

(17.6)

(17.6)

(s.9)

5.9

5.9

ioo.o

第3-4-40図 各種システムの年度別サービス開始状況

システム

18

16

14

12

io

4344454647

(注)棒 グ ラフは 年 度 別 サ ー ビス開 始 シ ス テ ム数,折 れ 線 グ ラフは 累 計 シ ス テ ム数

を示 す 。
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年 度別サ ービス開始 システム数は第3-4-40図 に 示す とお りであ るが,

47年 度 において9シ ステムと多いのは,地 方銀行(3シ ス テム)の ほか に,

相 互銀行(2シ ステム),信 用金庫(1シ ステ ム),農 業協同組合(2シ ス テム)

な ど中小金融機 関に もオンライン化 導入 の動 きがでて きたためであ ると思わ

れ る。

4国 際電信電話株式会社の情報通信事業

(1)概 要

国際電電は,電 電公社 と同じくデータ通信設備使用契約に基づいて,通 信

回線及びこれに接続する電子計算機等か らなる電気通信設備を一体として設

置 し,利 用者にサービスを提供 している。47年度末現在で国際電電が提供 し

ているシステムには国際ナー トメックスサービスがある。また,計 画中のシ

ステムには,国 際航空データ業務及び国際販売在庫管理業務がある。

〈2)国 際オー トメックスサービス

国際オー トメックスサービスは,国 際電電が設置 した電子計算機 とユーザ

の国内,国 外本支店に置かれた端末装置を通信回線で連結 し,本 支店相互間

及び支店相互間に発着するメッセージの自動交換及びこれに付随する処理を

行 うもので,メ ッセージの自動交換のほか多あて先通信文の送出,通 信文の

優先伝送,通 信文の再送,伝 送速度の自動変換等の機能をもち,更 に端末装

置設置についてはポーリング方式も可能である。

(3)計 画中のサービス

ア.国 際航空データ業務

このシステムは,国 際電電が設置するデータ通信設備により,各 航空会社

に発着する国際航空運送業務のためのメッセージ及びデータの伝送,交 換並

びに付随する処理を行 うもので,外 国側はSITA(国 際航空通信協同組合)

の通信センターに接続 し,世 界的なSITA通 信網の一環を構成 しようとす

るものである。

イ.国 際販売在庫管理業務
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このシステムは国際的な販売在庫管理業務に資するサービスを提供 しよう

とするもので,さ しむきは,電 電公社の販売在庫管理システム(DRESS)を

利用 して提供するよう計画 している。




